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1． コロケーションについて

1 空き面積等についての情報提供
空き場所のあるビルについての情報は無償で事前に開示されることになりますが、フロアスペースの空き面積や電力設備や空調設備等についての情報は有料提供になります。このような有料での情報提供は、一般の取引の常識から考えて極めて異常なことと思われます。無償提供とすべきと考えます。一般の賃貸物件等の取引関係で、物件の建坪や備え付けられている設備に関する情報提供が有料であるというようなことがあるのでしょうか。御省審議会殿においては、このような一般の取引の常識に外れる提供条件を認めるべきではないと考えます。

2 標準提供納期の短縮
今回、コロケーションの提供納期が標準納期として６ヶ月と規定されますが、これは正式申込みから６ヶ月ですので、事前調査の回答期間１．５ヶ月（第16条5項）を加えると、全体で７．５ヶ月になります。弊社といたしましても、ＤＤＩ殿その他多くの事業者がこれまでの意見書及びヒアリングにおいて主張しているとおり期間短縮を要望いたします。申込みから２ヶ月以下で工事完了とされるべきではないかと考えます。弊社での機器据付け工事の実例から考えてもこの程度の期間短縮は充分に可能と考えます。同様に事前調査期間の１．５ヶ月についても、ＤＤＩ殿その他多くの事業者が主張しているように２週間以下に期間短縮すべきと思います。

3 提供納期のデータ公表

東西ＮＴＴはコロケーションの提供納期に関してＮＴＴグループ企業（東西ＮＴＴ自身を含む）と他事業者を差別的に取り扱っていないことを確認するため、提供納期に関する証拠書類を保存して毎年ＮＴＴグループ企業と他事業者についての提供納期のデータを公表すべきと思います。東西ＮＴＴは差別的な取り扱いはしていないと主張しておられますが、東西ＮＴＴにはこれを事実としてデータにより証明すべき義務があると思います。なお、他事業者から要請があれば、御省は事業法第92条に基づき当該証拠書類について検査しあるいは東西ＮＴＴに報告させることとしていただきたく思います。

2． ＤＳＬについて

1 接続対象地域

第９条の接続対象地域については、「当社が別に定める地域に限ります。」との表現では対象地域についてまったく縛りがなく、東西ＮＴＴの完全な裁量で地域の設定が可能となってしまいます。少なくとも政令指定都市及び県庁所在市については接続対象地域とし、それに加え現時点で他事業者がＤＳＬサービスの提供を予定している地域であって他事業者から要望があれば接続対象地域とすべきではないでしょうか。ＤＳＬの普及はＩＴ革命の推進のために不可欠です。多くの国民が望んでいるサービスはメタル回線で提供されるＤＳＬサービスです。ファイバーを望んでいるわけではないと思います。御省が真にＩＴ革命の推進を標榜されるのであるならば、ＤＳＬサービスの普及に積極的な姿勢を打ち出していただきたく思います。

2 代替サービスの料金面

第６１条（接続の中止）の３項において「ＤＳＬｻｰﾋﾞｽと利用面、品質面等において同等又はそれ以上の代替ｻｰﾋﾞｽ」を提供するときはＮＴＴは回線の撤去が可能となっておりますが、「料金面」について言及されておりません。「料金面においても同等又はそれ以下の代替サービス」を規定中に追加していただきたくお願いいたします。料金面において同等又はそれ以下という保証がなければ、ＤＳＬ提供事業者としては事業継続の保証がなく、ＤＳＬサービスの普及に大きな障害となると思います。

3 端末回線伝送設備の撤去
同３項（１）で、東西ＮＴＴは代替サービスが即座に提供可能で一年以上前に撤去を通知すれば端末回線伝送設備の撤去が可能となっておりますが、ＤＳＬ提供事業者に重大な影響ある場合は期間の延長がなされるべきと考えます。代替サービスが提供可能であっても一年前の通知により撤去可能となれば、ＤＳＬ提供事業者は投資回収前にサービス廃止を迫られることになる可能性もあり、これではＤＳＬサービスへの参入意欲を阻害することになると思います。少なくとも投資回収に必要な期間まで延長がなされるべきと考えます。

4 アンバンドル料金の設定
料金表の第１表によると、試験サービス期間と同様、アンバンドルされた加入者回線部分の料金は、東西ＮＴＴの加入契約者が東西ＮＴＴに支払うことになり、接続料として設定されません。このような支払いもオプションとしてあって良いと思いますが、弊社といたしましては、接続料としてもアンバンドル料金が設定されるべきと考えます。現時点では、接続料は利用者向けの約款料金から営業関連費用等を控除したキャリアズレートとして設定されるのが妥当と考えます。これによりＤＳＬ提供事業者がＤＳＬのサービス提供とともに直接加入者回線の提供が可能となれば、加入者回線にも競争が導入され現在の東西ＮＴＴの高額な加入者回線使用料の低廉化が促進されるものと考えます。これはＤＳＬサービスの促進にもつながると思います。なお、加入者回線の提供につきましては、公平な取扱いを確保するため上記１．③でのべたように東西ＮＴＴは提供納期のデータを公表すべきと思います。

5 工事費の算定根拠
工事費については、算定根拠が記載されていますが、それぞれの工事に要する作業時間の内訳（机上設計、ﾃﾞｰﾀ確認、ﾃﾞｰﾀ投入、試験等々）が開示されていません。これでは工事費の妥当性が検証できません。詳細な作業時間の内訳に関する情報の開示を要求いたします。なお、御省審議会殿としてこのような情報なしにこの工事費を妥当と答申されるような場合には、なぜこのように限られた情報でその妥当性を判断できたのかをご教示いただきたくお願い申し上げます。
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